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公表基準等の解説

企業会計基準委員会（ASBJ）は、平成22年

8月16日に「金融商品会計基準（金融資産の

分類及び測定）の見直しに関する検討状況の整

理」（以下「本検討状況の整理」という。）を公

表し、平成22年11月30日までコメントを募

集している1。本稿では、本検討状況の整理の

概要について解説するが、文中の意見にわたる

部分は筆者の私見であることをあらかじめお断

りしておく。

ASBJは、 現在、 国際会計基準審議会

（IASB）との間で合意した「会計基準のコンバー

ジェンスの加速化に向けた取組みへの合意（東

京合意）」（平成19年8月）の趣旨を踏まえ、

プロジェクト計画表に従い、金融商品会計の現

行基準の見直しに向けた検討を進めている。本

検討状況の整理は、そのプロジェクトの一環と

して、企業会計基準第10号「金融商品に関す

る会計基準」（以下「金融商品会計基準」とい

う。）及びこれに関連する適用指針の取扱いを

見直すにあたり必要な内容を整理することを目

的としている。

平成21年5月にASBJが公表した「金融商

品会計の見直しに関する論点の整理」（以下

「論点整理」という。）では、金融商品会計の範

囲（【論点1】）、金融商品の測定（【論点2】）、

ヘッジ会計（【論点3】）を論点として掲げた。

本検討状況の整理では、【論点1】のうち金融

商品の定義等に関連する金融商品の範囲、及び

【論点2】のうち金融資産の分類及び測定（減

損（貸倒引当金又は貸倒損失）を除く。）を扱っ

ている。

我が国における金融商品に関する会計基準等

としては、ASBJから金融商品会計基準及び関

連する適用指針等が公表されており、また、日

本公認会計士協会から、「金融商品会計に関す

る実務指針」（以下「金融商品実務指針」とい

う。）及び「金融商品会計に関するQ&A」が公

表されている。

一方、 IASBと米国財務会計基準審議会

（FASB）は、平成18年2月に公表した会計基

準のコンバージェンスに向けた作業計画

（MoU）の中で、金融商品会計に関する現行基

準の見直しを取り上げ、従来から、見直しに向
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２．本検討状況の整理の目的

３．本検討状況の整理の公表の背景
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１ 本検討状況の整理の本文については、以下のASBJウェブサイトを参照。

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/summary_issue/kinsho-kentojokyo/
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けた作業を進めてきている。特に、昨今の金融

危機への対応の一環として主要20か国・地域

（G20）首脳会合から要請を受けたこと等を踏

まえ、その検討を加速している。IASBは、こ

の見直し作業を大きく4つ（①金融資産の分類

及び測定、②金融負債の分類及び測定、③減損

（貸倒引当金又は貸倒損失）、④ヘッジ会計）に

分割し、最初のフェーズである金融資産の分類

及び測定について、平成21年11月に国際財務

報告基準（IFRS）第 9号「金融商品」（以下

「IFRS第 9号」という。）の公表を行った。

FASBにおいても、分類及び測定、減損（貸倒

引当金又は貸倒損失）、ヘッジ会計を包括する

公開草案「デリバティブ及びヘッジ（Topic

815）並びに金融商品（Topic825）：金融商品に

関する会計処理、並びに、デリバティブ金融商

品及びヘッジ活動に関する会計処理の改訂」

（以下「FASB公開草案」という。）を平成22

年5月に公表している。

ASBJは、現在、東京合意の趣旨も踏まえ、

プロジェクト計画表に従い、金融商品会計の現

行基準の見直しに向けた検討を進めている。平

成21年5月には論点整理を公表したが、本検

討状況の整理は、当該論点整理に対する意見を

踏まえるとともに、その後、IASB及びFASB

の議論が進む中で、論点整理公表時から大きく

環境が変化していることも考慮して、金融商品

の範囲、金融資産の分類及び測定に関して、検

討の中間段階において、その方向性を示すもの

として公表している。

本検討状況の整理の金融資産の分類及び測定

に関しては、IFRS第9号とのコンバージェン

スを念頭に置いているが、会計基準（案）及び

適用指針（案）に分けて内容を整理する中で、

それらを我が国の会計上の取扱いとして受け入

れるにあたり、検討すべき観点を提供している。

� 金融商品の範囲

本検討状況の整理では、金融商品の定義は、

IFRSとほぼ同様であることから、当面、現行

の取扱いを維持することが考えられるとしてい

る。

ただし、金融資産、金融負債及びデリバティ

ブの定義は、金融商品会計基準においては商品

名の列挙により行われ、金融商品実務指針にお

いて定義が補足されている。このため、本検討

状況の整理の会計基準（案）では、この定義の

仕方を変更し、金融資産、金融負債及びデリバ

ティブをその特徴により定義し、商品名を例示

することが考えられるとしている。

また、論点整理では、デリバティブの特徴の

1つとされる純額決済性を、IFRSとの相違の1

つとして取り上げ、デリバティブの定義や特徴

について見直すべき点がないかどうか意見を

募ったが、コメントも踏まえ、本検討状況の整

理では、コンバージェンスの観点から、IFRS

に合わせて削除することが考えられるとしてい

る。

� 金融資産の分類及び測定の基本的なモデル

本検討状況の整理で示す金融資産の分類及び

測定モデルの全体像を図表1（次頁）に掲げる。

金融資産の分類及び測定に関して、本検討状

況の整理はIFRS第9号を基礎として、主な分

類を、償却原価測定の分類及び公正価値測定の

分類の2つとする混合測定属性アプローチを採

用している。

すなわち、原則として、金融資産は、次の両

方の要件を満たす場合に、当初認識後、償却原

価で測定するものとして分類され、それ以外の

場合は、公正価値で測定するものとして分類す

ることが考えられるとしている。

107

４．会計基準（案）及び適用指針（案）

の概要
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① 契約キャッシュ・フローを回収するために

資産を保有するという目的を有する事業モデ

ルに基づいて、資産が保有されている（金融

資産を管理する事業モデルの要件）。

② 金融資産の契約条件により特定の日にキャッ

シュ・フローが生じ、そのキャッシュ・フロー

が元本及び元本残高に対する利息の支払いに

限られる（金融資産の契約キャッシュ・フロー

特性の要件）。

このように、①「金融資産を管理する事業モ

デルの要件」、及び、②「金融資産の契約キャッ

シュ・フロー特性の要件」により、金融資産を

分類する考え方は、IASBが平成 21年 7月に

公表した公開草案「金融商品：分類及び測定」

で提案した基本的な考え方がIFRS第9号に引

き継がれたものである。

ASBJでは、IASBにおける検討の経緯や

ASBJを含むさまざまな意見を検討しIFRS第

9号が確定した経緯等を踏まえ、本検討状況の

整理において、主な分類を、償却原価測定の分

類及び公正価値測定の分類の2つとする混合測

定属性アプローチを採用している。また、償却

原価測定を適用する金融資産を、金融資産を管

理する事業モデル及び金融資産の契約キャッシュ・

フロー特性の2要件により分類することが考え

られるとしている。

①「金融資産を管理する事業モデルの要件」

における事業モデルは、個々の金融商品に関す

る経営者の意図に左右されるものではなく、そ

れらの集合としてのレベルで判断されるとして

いる。また、契約キャッシュ・フローを回収す

るという事業モデルであっても、すべてを満期

まで保有する必要はなく、途中での売却は必ず

しも否定されていない。ただし、売却がしばし

ば実行される場合には、契約キャッシュ・フロー

を回収するという目的と整合しているか吟味す

る必要があるとされている。

②「金融資産の契約キャッシュ・フロー特性

の要件」における利息は、特定の期間における

元本残高に関する貨幣の時間価値及び信用リス

クへの対価となるものとすることが考えられる

としており、一部の金融資産の契約キャッシュ・

フロー特性であるレバレッジは、契約キャッシュ・

フローの変動性を高めるため、利息としての経

済的特徴を有しないとされている。

108

図表1 金融資産の分類及び測定モデルの全体像

要 件 測定方法 評価差額 減 損

以下の両要件を満たす。

①金融資産を管理する事業モデルの要件

②金融資産の契約CF特性の要件

償却原価 － 必要

上記以外 公正価値 純損益 不要

いわゆるOCIオプション（注）

�株式を対象とする。

�当初認識時に指定し、取消不能。

�売買目的を除く。

公正価値 その他の

包括利益

不要（【案A】）

又は

要（【案B】）

�一定の要件のもといわゆる公正価値オプションの適用が可能。

�公表される市場価格のない株式について、公正価値で測定する案（【案1】）、及び、公正価値を信頼性を

もって測定できない場合に取得原価で測定する案（【案2】）の2案を提示。

（注）いわゆるOCIオプションに関して、消滅の認識時のその他の包括利益累計額をリサイクリングしな

い案（【案A】）とリサイクリングする案（【案B】）の2案を提示。
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� 公正価値測定の選択肢（いわゆる公正価値

オプション）

本検討状況の整理の会計基準（案）では、

「� 金融資産の分類及び測定の基本的なモデ

ル」の基本的な取扱いにかかわらず、金融資産

を公正価値で測定し評価差額を純損益とすると

の指定を、当初認識時に限り許容することが考

えられるとしている。その条件として、このよ

うな指定を通じて、資産若しくは負債の測定、

又は資産若しくは負債に関する純損益の認識に

生じる不整合（いわゆる会計上のミスマッチ）

が、取り除かれる又は大幅に削減される場合に

限ることが考えられるとしている。

公正価値オプションは、会計上のミスマッチ

を解消し、複雑な測定を簡素化するとの利点が

あり、これを支持する意見がある一方で、論点

整理に対するコメントでも指摘されたように、

採用される分類モデルと異なる測定が恣意的に

選択される懸念がある。ただし、こうした懸念

に対しては、IFRS第9号の公正価値オプショ

ンは、恣意性を排除するため、会計上のミスマッ

チ解消の適格要件、当初認識時の指定及び事後

の取消禁止など、その自由度を制限する取扱い

が設けられている。

これまでASBJは、公正価値オプションに必

ずしも肯定的ではなかったが、公正価値オプショ

ンの利点や欠点、また、その欠点を是正するた

めの対応等を総合的に勘案すると、この点に関

するコンバージェンスを否定するほどのもので

はないとも考えられることから、本検討状況の

整理においては、IFRS第9号と同様に、会計

上のミスマッチの解消又は大幅な削減を要件と

して、この指定を認めることとしている。しか

しながら、国際的な動向も視野に入れながら、

引き続き検討することが考えられるとしている。

� 公表される市場価格のない株式の分類

事業モデル及び契約キャッシュ・フロー特性

の2要件により、償却原価測定の分類又は公正

価値測定の分類のいずれかを決定するモデルに

従う場合、通常の株式への投資は、公正価値測

定の分類とすることが想定される。これは、公

表される市場価格のない株式への投資について

も同様であり、市場価格のない株式を取得原価

で測定する我が国の現行の実務と異なる。

我が国では、平成20年3月の金融商品会計

基準の改正により、「時価を把握することが極

めて困難」との考え方を導入し、公正価値での

測定の範囲を広げたが、公表される市場価格の

ない株式については、将来キャッシュ・フロー

が約定されるような一部の種類株式を除いて、

実質的に従前の取扱いが維持されている。本検

討状況の整理では、公表される市場価格のない

株式への投資の分類は、コンバージェンス上の

重要な問題の1つであると認識し、特段の方向

性を設けず、IFRS第9号を基礎として、公正

価値で測定する案（【案1】）及び現行のIAS第

39号と同様に、公正価値を信頼性をもって測

定できない場合に取得原価で測定する案（【案

2】）を示すこととしている。これを通じて、こ

の点についてコンバージェンスを図るべきか否

か、コンバージェンスを進めるとした場合にど

のように関係者の懸念を取り除くことが可能か

について、問いかけることとしている。

【案1】の場合、株式に対する投資及び株式

に関する契約は、すべて公正価値で測定しなけ

ればならない。しかし、適用指針（案）におい

て、限定的ではあるが、取得原価が公正価値の

適切な見積りとなる場合があるとされており、

公正価値を算定するのに利用できる最近の情報

が十分でない場合、又は、公正価値として測定

できる範囲が広く当該範囲の中で取得原価が公

正価値の最適な見積りを表す場合、取得原価が

公正価値の適切な見積りとなる可能性があると

されている。

【案2】の場合、IFRSによる適用と我が国
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会計基準の適用の差異が小さくなることを意図

して、現行のIAS第39号の取扱いを踏まえて、

「公正価値を信頼性をもって測定できない場合」

との条件を付している。我が国では、「市場で

売買されない株式について、たとえ何らかの方

式により価額の算定が可能としても、それを時

価（合理的に算定された価額）とはしない」

（金融商品実務指針第63項）と扱われているが、

「公正価値を信頼性をもって測定できる」とは、

我が国の会計基準のような市場での売買の有無

を規準とするものでなく、IAS第39号の適用

指針にあるように、合理的な公正価値の見積額

の範囲での変動性が当該金融資産にとって重要

でない、又は、その範囲内におけるさまざまな

見積値の確率が合理的に評価でき公正価値の見

積りに使用できる場合を意図している。

今後、ASBJでは、本検討状況の整理に対す

る意見も踏まえ、公表される市場価格のない株

式の取扱いについて、引き続き検討していくこ

ととされている。

� 複合商品

組込デリバティブとは、デリバティブでない

組込対象を含む複合商品の構成要素であり、そ

れにより合成された商品のキャッシュ・フロー

の一部は、単独のデリバティブと同じように変

化するものである。

IFRS第9号では、組込デリバティブを含む

複合商品の組込対象がIFRS第9号の対象であ

る金融資産の場合、複合商品全体に対して、複

合商品でない通常の金融資産と同様の定めを適

用しなければならないとされている。すなわち、

金融商品全体について、事業モデル及び契約キャッ

シュ・フロー特性の2要件に照らして、償却原

価測定の分類又は公正価値測定の分類のいずれ

かとされる。

金融商品会計基準では、複合商品を、�払込

資本を増加させる可能性のある部分を含むもの、

と、�その他のもの、に分けて定めているが、

本検討状況の整理では、いずれの場合も、この

ようなIFRS第9号の取扱いを基礎とする取扱

いによることとしている。すなわち、組込デリ

バティブを含む複合商品の組込対象が金融資産

の場合、複合商品全体について、事業モデル及

びキャッシュ・フロー特性の2要件に照らして、

償却原価測定の分類又は公正価値測定の分類の

いずれかとすることが考えられるとしている。

なお、転換社債型新株予約権付社債は、以前

の転換社債と経済的実質が同一であることから、

取得者側では1つの会計単位として扱われ、上

述の考え方から公正価値測定の分類になると考

えられる一方で、転換社債型新株予約権付社債

以外の新株予約権付社債については、払込資本

を増加させる可能性のある部分とそれ以外の部

分が同時に各々存在し得ることから、各々が別

の金融商品として、それぞれの部分に区分して

処理することが考えられるとしている。

� 分類の変更

企業が、金融資産を管理する事業モデルを変

更した場合、影響を受ける金融資産の分類をす

べて変更することが考えられるとしている。こ

の場合の分類変更日は、事業モデル変更の翌事

業年度の期首とし、分類変更日から将来に向かっ

て適用することが考えられるとしている。また、

この場合の測定については図表2（次頁）のと

おりとしている。

本検討状況の整理の適用指針（案）では、こ

うした事業モデルの変更は極めて稀にしか起こ

らないと考えられ、企業の経営者によって、外

的又は内的変化の結果に基づいて判断されなけ

ればならず、かつ、企業の営業にとって重要で、

外部当事者に対して実証できるものでなければ

ならないとされている。

なお、「変更日」として、本検討状況の整理

では、翌事業年度の期首としている。この点に
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関して、ASBJの議論では、事業モデルの変更

時期と異なる時期に分類を変更することとなり、

それまでの間、事業モデルと整合しない分類と

なるとの懸念が示された。加えて、我が国では

四半期報告の制度が導入されており、翌事業年

度まで変更を待つ必要があるのかよく検討すべ

きであるとの意見もあったことから、今後、こ

の点に関して、引き続き検討することが考えら

れるとしている。

� 株式への投資に関するその他の包括利益で

の評価差額の認識（いわゆるOCIオプション）

本検討状況の整理では、公正価値測定の分類

の金融資産の評価差額は、純損益で認識するこ

とが考えられるとしている。しかし、一部の金

融商品への投資は、投資価値の増加を目的とす

るものではないため、その投資の公正価値によ

る評価差額を、公正価値の変動時にそのまま純

損益に反映することは企業の業績を示さない可

能性があるとの理由から、IFRS第9号のOCI

オプションと同様に、一定の株式について、公

正価値測定の評価差額を、その他の包括利益に

認識する取扱いを設けることが考えられるとし

ている。

すなわち、株式への投資に関して、公正価値

の変動により利益を得ることを目的とする（売

買目的）場合を除き、評価差額を、その他の包

括利益で認識するとの指定を許容することが考

えられ、この場合の指定は、当初認識時に行い、

その後、取消不能とすることが考えられるとし

ている。

この指定による場合、IFRS第9号のOCIオ

プションと同様に、消滅の認識時点でその他の

包括利益累計額をリサイクリングしない2こと

が考えられるが、これまでの我が国の会計慣行

等に大きな影響を及ぼすため、リサイクリング

を維持すべきとの意見も多い。本検討状況の整

理では、OCIオプションにおけるリサイクリン

グの禁止はコンバージェンス上の重要な問題の

1つであると認識し、特段の方向性を設けず、

リサイクリングを行わない案（【案A】）及びリ

サイクリングを行う案（【案B】）の2つの考え

方を示すこととしている。

これに関連して、本検討状況の整理では、コ

ンバージェンスの観点から、連結財務諸表にお

いてリサイクリングを禁止したとしても、当面、

個別財務諸表では、これまでの会計慣行やその

他の観点から、リサイクリングを維持する可能

性を検討すべきとの意見のあったことも紹介さ

れている。

今後、ASBJでは、本検討状況の整理に対す

る意見も踏まえ、リサイクリングを禁止すべき

か否かについて、引き続き検討していくことと

している。

� 個別財務諸表における子会社及び関連会社

に対する株式の取扱い

子会社及び関連会社に対する株式への投資は、
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図表2 分類変更時の測定

変更前の分類 変更後の分類 分類変更時の測定

償却原価 公正価値 分類変更日における公正価値で測定し、従前の帳簿価額と当該公正価値

との差額は、純損益に認識することが考えられる。

公正価値 償却原価 分類変更日の公正価値を、当該金融資産の新たな帳簿価額とすることが

考えられる。

２ その他の包括利益累計額を純損益に振り替えるとともに、包括利益の二重計算を避けるために、その

他の包括利益において調整を行うことを、「組替調整」又は「リサイクリング」と呼んでいる。
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定義上は金融資産に該当する。このため、現行

の金融商品会計基準では、子会社株式及び関連

会社株式をその範囲に含めている。しかし、連

結財務諸表上は、企業会計基準第22号「連結

財務諸表に関する会計基準」、企業会計基準第

16号「持分法に関する会計基準」が適用され

るため、金融商品会計基準の取扱いは、実質的

に、個別財務諸表に限定されている。

子会社及び関連会社に対する株式への投資は、

事業投資の性質を有し、子会社の支配、関連会

社への重要な影響を通じて、それぞれの事業活

動に係っているともいえることから、従前から、

金融商品会計の範囲として扱うべきか否かにつ

いて議論があった。また、その測定についても、

子会社株式及び関連会社株式に含まれるのれん

相当分が、個別財務諸表上、残ることとなる、

減損のアプローチが個別財務諸表と連結財務諸

表で異なるため個別財務諸表と連結財務諸表の

測定の整合性が図られていないとの指摘があっ

た。

個別財務諸表における子会社及び関連会社株

式の取扱いに関しては、我が国の課題として検

討する必要があるが、IFRSの取扱いも参考に、

次のようなアプローチが考えられるとしている。

① 会計基準（案）の範囲に含め、取得原価と

する。

② 会計基準（案）の範囲に含めるが、子会社

株式及び関連会社株式に特別の定めを設けな

い。

③ 会計基準（案）の範囲に含めず、別の会計

基準を改訂し、取得原価とする。

④ 会計基準（案）の範囲に含めず、別の会計

基準を改訂し、持分法とする。

本検討状況の整理の会計基準（案）では、既

存の金融商品会計基準の取扱いを踏襲し、①の

ように、子会社株式及び関連会社株式を会計基

準（案）の範囲とし、取得原価とすることとし

ているが、今後、本検討状況の整理に対するコ

メントも踏まえて、引き続き、個別財務諸表に

おける子会社及び関連会社に対する株式の取扱

いを検討していくことが考えられるとしている。

� 表示及び注記事項

本検討状況の整理では、IAS第1号「財務諸

表の表示」及びIFRS第7号「金融商品：開示」

のうち、IFRS第9号を受けて改訂された部分

を基礎として、金融商品会計基準の既存の取扱

いに付け加える内容を示している。これらの表

示及び注記事項は、IFRS第9号の分類に一定

の自由度を設けることの見合いで導入されたも

のであることから、本検討状況の整理において

も、会計基準（案）での分類とセットで議論す

るとしている。

表示に関しては、①償却原価測定の分類の金

融資産の消滅の認識時の利益又は損失、及び、

②会計基準（案）に従って金融資産の分類を変

更した結果生じる利益又は損失をそれぞれ独立

して掲記することが考えられるとしている。

また、注記事項に関しては、評価差額をその

他の包括利益に含める指定を行う場合（OCIオ

プションの場合）、会計基準（案）に従って金

融資産の分類を変更した場合等について、一定

の事項を注記することが考えられるとしている。

� 外貨建取引等会計処理基準への影響

平成11年に改正された「外貨建取引等会計

処理基準」（以下「外貨建基準」という。）は、

現行の金融商品会計基準の有価証券の分類及び

測定を反映した取扱いとなっている。このため、

本検討状況の整理では、会計基準（案）で示さ

れる取扱いを受けて、外貨建基準について想定

される変更をまとめている。

例えば、外貨建債券で、その他有価証券に分

類されるものは、現行では、原則として、金融

商品会計基準の評価差額に関する処理方法に従

うものとされており、償却原価に係る換算差額
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も含めて換算差額全体をその他の包括利益に含

めることとなるが、外国通貨による公正価値の

変動に係る換算差額を除いて、為替差損益とし

て処理できるとされている。

これに対して、会計基準（案）による場合、

公正価値又は償却原価のいずれかで測定される

が、いずれの場合も、決算時の為替相場による

換算差額は、純損益に反映することが考えられ

るとされている。

また、外貨建株式で、その他有価証券に分類

されるものは、現行では、原則として、金融商

品会計基準の評価差額に関する処理方法に従う

ものとされており、取得原価に係る換算差額も

含めて、換算差額全体をその他の包括利益に含

めることとなる。

これに対して、会計基準（案）の原則的な方

法（公正価値で測定し評価差額を純損益に認識

する）による場合、公正価値で測定されるが、

決算時の為替相場による換算差額は、原則とし

て、純損益に反映することが考えられる。ただ

し、評価差額をその他の包括利益に含める指定

を行う場合（いわゆるOCIオプションの場合）

には、その評価差額に決算時の為替相場による

換算差額を含めることが考えられるとされてい

る。

� 契約上リンクしているトランシェの取扱い

仕組投資ビークルは、さまざまなトランシェ

を発行し、さまざまなトランシェの保有者に対

して発行者による支払いの優先順位を決める

「ウォーターフォール」構造を作り出す可能性

がある。典型的なウォーターフォール構造では、

契約上、複数の金融商品を結び付けることによ

り、各トランシェへの支払いの優先順位を決め

ることで、信用リスクの集中が生じることにな

る。

本検討状況の整理の適用指針（案）では、こ

のようなウォーターフォール構造により発行さ

れる契約上リンクしているトランシェに対して、

IFRS第9号を基礎とした取扱いを提案してい

る。

すなわち、実務上不可能な場合を除き、企業

は、金融資産の基になっているキャッシュ・フ

ロー特性を評価し、そうした金融資産の信用リ

スクに対するエクスポージャーを原商品プール

と比較して評価するために、原商品プールまで

遡らなければならないとされている。また、原

商品プールまで遡ることが実務上不可能な場合

には、企業は、分類対象の金融資産を公正価値

で測定するものとして分類しなければならない

とされている。

本検討状況の整理では、IFRS第9号を基礎

として金融資産の分類及び測定の方向性を示し

ているが、従来の我が国の会計の考え方や取扱

いと大きく異なる側面もあり、一部の事項につ

いて一層の検討を要するとの意見もある。この

ため、そうした事項のうち、特に重要と考えら

れる点を質問として掲げている。ASBJでは、

本検討状況に寄せられるコメントも参考に、金

融商品会計基準等の見直しの取りまとめに向け

た検討を続けていく予定である。
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